
事業評価票（情報システム関係予算）

7 東京都災害情報提供システム（総務局総合防災部） 運 用 開 始 平成 19 年度

システム概要
・東京都災害情報提供システムは、都の防災対策に関する情報を掲載した防災ホームページ及び
　地図上に避難所等の情報をプロットした防災マップを通じて、平時及び災害時に都民への情報
　提供を行うシステムである。

課題・問題点

・防災ホームページは、日本語と英語に加え、27年度から中国語・韓国語でも情報提供を行って
　いるが、国際都市として、引き続き多言語化対応を実施したページの割合を高める必要があ
　る。（平成28年６月時点：英語約25％、中国語約３％　韓国語約３％）。
・また、ＪＩＳ規格の改正に対応し、高齢者や障害者を含めた誰もが必要な情報にアクセスでき
　る環境を整備する必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・防災ホームページの多言語化推進に係る経費を計上する。
・高齢者や障害者を含めた誰もがホームページの情報に容易にアクセス可能
　となるための改善対応経費を計上する。
・その他、システム運用に係る所要の経費を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度見積額

101      百万円

28年度予算額

86       百万円

情報通信企画部
評　　　価

・ホームページの多言語化推進及び更に容易にアクセス可能となるための改
　善対応は、防災情報の提供という本システムが果たす役割から必要性は認
　められるとともに、多言語化の対象となるページ数に応じた作業工数や、
　作業内容に応じた工数に基づき積算されており、妥当である。
・運用に係る経費については、運用実績に基づき積算されており妥当であ
　る。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度所要額

101      百万円

年度

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度予算額

101      百万円

8 社会保障・税番号制度の共通基盤（総務局情報通信企画部） 運 用 開 始 平成 26

システム概要
・行政の効率性向上、国民の利便性向上、給付や負担の公正性確保等に向けて、番号法に基づく
　情報照会を受けた場合に、特定個人情報を提供するという法定義務を果たすため、社会保障・
　税番号制度の都における共通基盤（宛名システム）を運用している。

課題・問題点

・特定個人情報を扱うため、セキュリティの確保及び対策状況の定期的な見直しが必須である。
・運用開始以降も、制度の拡大に伴い、国等から対象事務の追加や仕様変更等が示される見込み
　であり、宛名システムにおいては、変更に必ず対応すること及び国等の示す計画に従い的確に
　対応することが求められている。

見 積 概 要
（局評価）

・宛名システムの運用及び機器の賃借に係る経費を計上する。
・宛名システムの追加構築に係る以下の経費等を計上する。
　①対象事務の追加・仕様変更等に対応するための設定変更及び改修
　②セキュリティ強化のための機能改修
・中間サーバーのプラットフォーム及びソフトウェアの保守を行う地方公共
　団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）への負担金を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度見積額

262      百万円

28年度予算額

328      百万円

情報通信企画部
評　　　価

・運用経費及び機器賃借経費については、運用作業の内容に応じた作業工数
　及び継続的な経費として積算されており、妥当である。
・追加構築経費については、セキュリティ対策及び運用開始に必要な作業に
　伴うものであり必要性が認められるとともに、作業工数に基づき積算され
　ており、妥当である。
・負担金については、国の定めた基準により積算されており、妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度所要額

262      百万円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度予算額

262      百万円
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